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北九州市立思永中学校整備ＰＦＩ事業に係る落札者の決定について 

 

平成１８年７月２０日付北九州市公告第２３２－２号の特定調達契約に係る落札者を決定したので

公表する。 

 

平成１８年１２月２７日 北九州市長 末吉 興一 

 

１ 事業地 

北九州市立思永中学校（北九州市小倉北区大門一丁目５番１号） 
 
 ２ 事業概要 

本事業地において、北九州市立思永中学校の整備を行う。その際、プールは、通年利用が可能

な屋内温水プールとして整備し、その後の維持管理及びプールの運営を行う。 
なお、屋内温水プールは、学校の授業等で使用する以外の時間帯は市民プールとして開放する。 
また、事業地の一部を活用して「都市計画道路大門木町線（主要地方道長行田町線）」（以下、

「大門木町線」という。）沿線の活性化等に寄与する民間収益施設を整備する。 
 

３ 落札者 

九電工・奥村組グループ 
代表企業 ㈱九電工 

構成企業 ㈱奥村組、㈱安井組、（学）西日本工業学園、㈱設備保守センター 

 
 ４ 落札金額 

３，１２５，９７２，９９６円（消費税及び地方消費税を含む） 
 

５ 落札者以外の入札参加者（グループ名の５０音順） 

 ア 合人社グループ 

代表企業 ㈱合人社計画研究所 

構成企業 松尾建設㈱、広成建設㈱、九鉄工業㈱、㈱石本建築事務所、㈱雅禧建築設計 

事務所、㈱コナミスポーツ＆ライフ、㈱ゼクタ 

イ 大和工商リースグループ 

     代表企業 大和工商リース㈱ 

構成企業 ㈱日建設計、㈱瀬口組、イオンディライト㈱ 

 ウ 若築建設グループ 

代表企業 若築建設㈱ 
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構成企業 ㈱洋建築計画事務所、大島建設㈱、西部瓦斯㈱、㈱富士メンテサービス、 

㈱キャピタル・クリエイションズ 

 

６ 北九州市立思永中学校整備ＰＦＩ事業審査委員会における審査結果 

評価項目 配点 九電工Ｇ 合人社Ｇ 大和工商Ｇ 若築建設Ｇ 

１ 事業計画 27 ２３．２５ １９．７５ ２２．５０ １９．００ 

２ 施設計画 24 ２１．５０ １２．００ １３．００ １４．００ 

３ 建設業務 6 ４．７５ ４．５０ ４．５０ ４．２５ 

４ 維持管理 8 ６．００ ６．００ ７．００ ５．００ 

５ プール運営 20 １３．００ １５．００ １０．００ １０．００ 

６ 民間収益事業 15 １３．１５ １２．００ ３．２３ １０．９４ 

小計 100 ８１．６５ ６９．２５ ６０．２３ ６３．１９ 

入札価格点 100 ９５．９４ １００．００ ９４．６８ ９４．６８ 

合計 200 １７７．５９ １６９．２５ １５４．９１ １５７．８７ 

総合順位 ① ② ④ ③ 

※ 審査委員会が総合順位１位のグループを最優秀提案者として選定し、市がその者を落札 

   者として決定した。 

 
 ７ 客観的な評価の公表 

   民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）

第８条の規定に基づく客観的な評価については、後日公表する予定である。 
 
 ８ 審査委員会における意見、要望事項 

   今後、落札者により設立される事業者が市と事業契約を締結し、本事業を実施していくことに

なるが、審査委員会において評価された具体的な提案内容については、確実に実行されると理解

している。その上で、本事業をより良いものとするため、市及び事業者にあっては、以下の諸点

について、十分に配慮していただけるよう審査委員会として意見、要望を申し上げる。 
  ア 公共施設の品質確保 

    市及び事業者は、本事業が公共施設の整備であるという基本認識に立ち返り、公共施設とし

ての品質の確保に努められたい。具体的には、市は公共施設の管理者として、設計、建設段階

から品質確保のために必要なモニタリング方法、体制を整備し、これを実行するよう努められ

たい。また、事業者においても、市のモニタリングについて最大限の協力を行うよう努められ

たい。 
  イ 地元への貢献 
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    本事業を実施するにあたり、地元発注や地元調達、地元雇用の確保など地域経済の活性化へ

の対応については、事業者においては、提案書の内容にとどまらず、積極的に有効な対応を採

るとともに、市においては、適切かつ確実に監視するよう努められたい。 
  ウ 学校スポーツ、地域スポーツ、障害者スポーツへの配慮 

    市民に開放するプールの運営計画については、市及び事業者において適切に協議を行い、一

般利用はもとより、学校スポーツ、地域スポーツ、障害者スポーツ等の振興に寄与するよう努

められたい。 
エ 民間収益事業に係る対応 

    民間収益事業の実施にあたっては、提案の確実な履行を図る一方、長期に亘る事業期間中に

経済情勢、社会情勢等の環境の変化が見込まれることから、事業者においては、要求水準を満

たすことを前提に、新たな提案を付加することなどが有効であると認められる場合は、事業内

容の公益性及び公共性、事業計画の健全性、既存計画との整合性等に十分配慮の上、柔軟に対

応するよう努められたい。また、市においては、事業者の意向について、積極的に協議に応じ

るよう努められたい。 


